
個人情報保護委員会（第 369 回）議事概要 

 

１ 日 時：令和８年９月 16 日（水）13:00～ 

２ 場 所：個人情報保護委員会 委員会室 

３ 出席者：手塚委員長、清水委員、藤本委員、木田委員、藤村委員、 

宍戸委員、新保委員、藤井委員 

佐脇事務局長、西中事務局次長、小川審議官、津村審議官、 

松谷総務課長、香月参事官、日置参事官、在津参事官、片岡参事官、 

安蒜参事官 

４ 議事の概要 

（１）議題１：個人情報の保護に関する法律等の一部を改正する法律 政令・規

則の整備に向けた基本的な考え方（案）について①（適正なデータ利活用

の推進、リスクに適切に対応した規律①） 

事務局から、資料に基づき説明を行った。 

清水委員から「基本的な考え方（案）に賛同する。「顔特徴データ等に関

する規律」の論点２、周知方法・周知義務に関して意見を申し述べたい。 

「「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」に関するＱ＆

Ａ」の記載を参考にするとされているが、現在の「「個人情報の保護に関す

る法律についてのガイドライン」に関するＱ＆Ａ」の掲示方法の例示は、店

舗等の入口やカメラの設置場所等という幅のある記載になっている。施設

の入口でよいのか、あるいはカメラごとに必要なのかということについて

は、実務にも影響を与える部分かと思われるので、規則あるいはガイドライ

ン等の適切なところで、利用者が容易に識別できると事業者が判断した方

法という趣旨で規定していただくのがよろしいのではないか」という旨の

発言があった。 

藤村委員から「御説明いただいた案について賛同する。 

今回の改正において、個人識別符号のうち、顔特徴データ等が、いわゆる

本人関与が低い中で大量入手可能であること、一意性、不変性が高いこと、

特定の個人を識別する効果が長期にわたる点を踏まえて、一定の周知義務

を課す特定生体個人情報の規律を設けたものであると認識している。法定

された性質を有する記述対象として、主に顔特徴データは、従前よりカメラ

やセンサー機器利用による取扱い上の課題及び境界事例として様々見受け

られたことから、今回、顔特徴データ等を規律の対象とすることについては、

異存ない。 

先々に向けた検討内容として、特定生体個人識別符号の対象について意

見を申し述べたいと思う。現行の個人識別符号の類型は資料のとおりであ

るが、生体データの一つとして、声に関する類型がある。音声の法的位置付

けについては、昨今、様々な法分野でも議論が進んでいるものと認識してい



るが、技術革新により公共空間、準公共空間でもクリアな音声取得・抽出が

容易になってきたこと、顔と一緒に取得できるデータである機会が多いこ

と、また、認証にも利用される場面が増えていること、そして、声帯振動や

形状といった現行の定めの面以外にも、例えば会話内容と組み合わせるこ

とで、プライバシー保護の必要性が生じる場合等があると認識している。将

来的には、こういった音声の性質や状況と、規律の趣旨等の適合性を見据え

ながら、音声又はそのほかの生体データについても、検討を広げていく必要

があるのではないか」という旨の発言があった。 

新保委員から「適正なデータ利活用の推進とリスクに適切に対応した三

つの規律について意見を述べる。 

一つ目の「取得の状況からみて本人の意思に反しないため本人の権利利

益を害しないことが明らかな取扱い」について、この規定は、本人同意の原

則を維持した上で、同意の存在ないし同意すべき立場が客観的に自明であ

る現実的な場合に限って同意取得を不要とするものであり、本人同意要件

の緩和・引下げではないことが理解できるようにしていただきたいと思う。

そのために、この規定に関する拡大解釈や恣意的判断を誘発することがな

いように、規則及びガイドラインのみならず、対外的な説明、広報において

も、本例外が本人同意要件の緩和ではなく、限定的な例外である旨を、正確

に位置付けていただきたいと思う。 

その趣旨を明確にする上でも、例えば具体例として、オンラインのクレジ

ットカード決済で本人確認を行う仕組みであるＥＭＶ３－Ｄセキュアなど、

本人認証によって、決済取引の安全確保や不正利用防止のために当然必要

となるセキュリティ対策に伴う個人データの提供等については、「本人の意

思に反しないため本人の権利利益を害しないことが明らかである場合」の

具体的な想定例として、規則又はガイドライン等によって明確にしていた

だきたい。このＥＭＶ３－Ｄセキュアは、本人が望む取引の安全な実現に不

可欠であり、不正利用防止による、むしろ本人の利益保護に資する処理であ

る。くわえて、クレジット取引セキュリティ対策協議会の「クレジットカー

ド・セキュリティガイドライン」は、原則として全てのＥＣ加盟店にＥＭＶ

３－Ｄセキュアの導入を求めることとしている。同ガイドラインは、割賦販

売法上のセキュリティ対策義務の実務上の指針として位置付けられるもの

であり、2025 年４月以降、原則全ＥＣ加盟店に導入が求められており、実

務上、その導入が制度的に要請されている手続であることから、分かりやす

い具体例として本例外の趣旨に合致するものと考える。 

二つ目の「子供の個人情報の取扱いに関する規律」について、個人情報の

取扱いに関する規律において、こどもの最善の利益を優先して考慮すべき

事項の具体化については、関係府省庁、関係機関との連携が極めて重要であ

ると考える。個人情報保護法は、個人情報の取扱いに関する一般法である。



それゆえに、こどもの最善の利益に関わる規律を具体化するには、例えば、

こども基本法（令和４年法律第 77 号）が定める基本理念との整合が不可欠

であると考えられる。このような理念面、分野別の施策面での整合を確保す

るためには、関係府省庁を始めとする関係者との連携、協働が必要である。 

また、16 歳未満という年齢基準の設定については、例えばＧＤＰＲ第８

条を既に参照してこの規定が定められていることを始めとして、こどもに

関する手続の検討に当たって、ＧＤＰＲとＥＵの制度、手続も参照されてい

ることは、制度の国際的な相互運用性、とりわけ日ＥＵ（日英）間を含む相

互の十分性認定の維持の観点から適切だと考える。 

最後に、三つ目の「顔特徴データ等に関する規律」についてだが、顔特徴

データ等の利用に係る政令、規則、ガイドライン等の検討は、カメラ画像の

利活用を始めとするこれまでの検討済みの成果を踏まえ、これらの蓄積と

の整合性、連続性を確保した形で行っていただきたい。顔識別機能付きカメ

ラシステムの運用、店舗、駅、空港等での掲示方法等、既存の実務は、これ

までの成果物に依拠して構築されていることから、改正法に基づく新たな

手続への円滑な移行と、実務の予見可能性確保の観点からも、既存成果の活

用、接続が重要であると考える」旨の発言があった。 

宍戸委員から「法律の委任を受けて、政令あるいは規則を定める委任立法

については、委任をする法律の規定の文言及びその規定の趣旨からみて委

任の範囲が画され、その中で適切に政令・規則等の内容を定めることが、我

が国の法治主義の原則である。その観点からすると、お示しをいただいた資

料１は、問題となる三つの論点について、この度改正された個人情報保護法

の規定、またその規定の趣旨を丹念に整理した上で、政令・規則に定めるこ

とを委任された問題について論点を整理し、謙抑的にその内容を提示した

もので、全体として極めて適切なものだと思う。この方向でステークホルダ

ー等と議論をし、関連省庁と必要に応じて調整を行い、成案に向けて事務局

において検討いただきたい。その上で、個別の論点について意見を申し上げ

たい。 

１点目は、資料 15 ページ、「取得の状況からみて本人の意思に反しないた

め本人の権利利益を害しないことが明らかである場合」として、どのような

場合を規定すべきかということについてである。文言だけを卒然と見ると、

様々なことが考えられるが、改正法上、契約に着目していることから、事業

者と本人の契約の締結において、契約の履行と同等のものを、契約の締結に

先立っている場合、あるいは事業者と第三者の契約という場面に絞って、

「本人の権利利益を害しないことが明らかである場合」と考えたのは、適切

であると思う。似たような場面として、民法上あるいは債権法上は、契約以

外に「事務管理」という、本人の権利利益のために誰かが何かを行う場面は

考えられるが、事務管理の場合、本人の意思に反しないことが明らかと言え



るかどうかが、必ずしも的確に分からない場合があり得る。そういった観点

からみると、本人の意思に反しないことが明らかであるという意味で、契約

という観点に着目するのは適切であると思う。 

２点目は、「子供の個人情報の取扱いに関する規律」についてである。法

第 35 条第９項の 11 類型の例外事由に加え、新たなものを第 12 号の委任に

基づいて政令に書き起こすかどうかだが、改正法第 11 号の「詐術を用いて

いた場合」の「詐術」の範囲によって、第 12 号で定めるべきものがあるか

どうかが決まるというのが私の理解である。「詐術」を広くとる場合には、

第 12 号で定めるべき場合は恐らく不要になり、ほぼ第 11 号に吸収される

ことになるであろうし、「詐術」を狭くとる場合には、もしかすると第 12 号

で定めなければいけないのではないかと考える。ただ、通常の「詐術」の理

解において、第 12 号で特別に政令で定めなければいけない場合が、現時点

では考えにくいのではないかというのが私の理解である。 

３点目、「顔特徴データ等に関する規律」である。例えば、周知を建物全

体で行うのか、フロアごとに行うのか、部屋ごとに行うのかという点は、当

該カメラがどういった趣旨で設置され、誰がその管理を行い、どのような目

的で使われるのかによって、本人に対して伝えるべきこと、伝えなければい

けないことが変わってくるかと思う。一般に個人情報保護法で保護しよう

とする個人の権利利益の中身としてプライバシーがあり、本人の合理的期

待を裏切るかどうかということが、物事を実質的に考える場合の一つのメ

ルクマールとなるだろう。したがって、過剰にあちらこちらに周知のための

掲示があるというよりは、合理的な期待の観点からみて、例えば建物に入っ

たときに、建物権利者が管理しているはずだと思われるけれども、実は別の

人が管理しているような場合には、掲示を行う必要があるといったような、

現在の顔識別カメラ等の使われ方、人々の合理的な期待という観点から、そ

の周知の在り方を適切に定めていくべきだろうと思う。これまでの本委員

会での検討、公表文書等においても、そのような考え方を提示してきたと思

うが、改めてこの点も、ステークホルダーとの対話等の中で問題状況を把握

し、個人情報の本人にとって分かりやすく、かつ事業者等にとって過剰な負

担にならないような、適切な周知義務の水準を御検討いただきたい」旨の発

言があった。 

原案のとおり、決定することとなった。 

 

（２）議題２：個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）

等における安全管理措置の手法の例示の追加等の検討について 

事務局から、資料に基づき説明を行った。 

藤本委員から「実際に広く使われている技術等の変化への対応だけでな

く、これまでの監視・監督の経験を踏まえた見直しになっており、とても良



い。従わなかった場合、法違反と判断される可能性がある「講じなければな

らない措置」と、実践のための例を示した「手法の例示」を、読み手に分か

りやすく説明するというのは大切な視点である。今後は、「手法の例示」を

きめ細やかに見直すプロセス等についても、考えていっていただきたい」旨

の発言があった。 

清水委員から「本議題に賛成する。 

個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）「10（別

添）講ずべき安全管理措置の内容」では、「中小規模事業者における手法の

例示」が示されているが、当該記載は今回の見直しの対象とならないのか。

今後、見直しが予定されているのか」という旨の発言があった。 

これに対し、片岡参事官から「今次の見直しは、「手法の例示」の追加・

現代化を図るものであるが、現行の「中小規模事業者における手法の例示」

は抽象的な内容になっており、現時点で見直しを要するとは考えていない。

もっとも、今後も安全管理措置の手法の例示については、不断の検討を行う

ので、当該検討の都度、見直しの要否を判断していくことになるものと考え

ている」旨の発言があった。 

原案のとおり、決定することとなった。 

 

（３）議題３：監視・監督について 

※内容について非公表 

 

（４）議題４：シンガポールデータフェスティバル 2026・ＩＡＰＰアジアフォ

ーラム 2026 について 

事務局から、資料に基づき報告を行った。 

水島専門委員から「今回のシンガポールデータフェスティバル 2026 にお

いては、「ＡＩ時代におけるデータ保護当局の役割及び方向性」をテーマと

するＩＡＰＰ（国際プライバシー専門家協会）主催のパネルセッションに登

壇した。 

本パネルセッションにおいて、私からは、日本が個人情報保護法の改正を

通じて、ＡＩ時代におけるイノベーションとデータ保護のバランスをどの

ように図っているかについて紹介した。具体的には、ＡＩ時代に対応するた

め、今般の法改正で導入された統計作成等の特例などを紹介しながら、デー

タ利活用に向けた法制度や政策と個人の権利利益の保護との適切なバラン

スを図ることの重要性を説明した。また、国境を越えた信頼という観点から

は、ＤＦＦＴ（信頼性のある自由なデータ流通）及びグローバルＣＢＰＲの

普及、ＰＥＴｓの活用等を通じて、各国制度の相互運用性と国際協力を促進

し、信頼性のある国際的なデータ流通を推進することの重要性について説

明した。 



引き続き、当委員会が進める取組を積極的に発信し、日本のプレゼンス向

上に一層貢献していきたい」旨の発言があった。 

手塚委員長から「この度、シンガポールデータフェスティバル 2026 に参

加し、アジア諸国を中心とした国際的で活気ある議論を直接肌で感じるこ

とができ、大変刺激的な経験ができた。 

今回、ＤＰＡ向けのクローズドセッションにおいては、ＤＦＦＴのＡＳＥ

ＡＮ展開として、「ASEAN－Japan Cooperation Personal Data for DFFT」

の３本の柱とその意義を紹介し、ＡＳＥＡＮ諸国に向けた具体的な協力枠

組みの概要を御説明した。また、ＡＩ関連の議論の中では、今般の個人情報

保護法改正について、個人の権利利益の保護強化として課徴金制度の導入

や、適正なデータ利活用の観点から統計作成等の特例などの制度整備を紹

介した。また、もう一つの民間向けＣＩＰＬサイドイベントの登壇の機会に

おいては、安全かつ円滑な越境データ流通に向け、法制度とデジタルシステ

ムを一体的に見る考え方について紹介した。 

今回の会議においても、ＡＩに関して多くの議論がされたが、議論の内容

としては、ＡＩ技術の持つリスクに対する各国の課題認識のもと、シンガポ

ールにおけるエージェントＡＩを念頭に置いた、ＡＩガバナンスフレーム

ワークの時宜に応じたアップデートや、英国における他部門の規制機関と

連携したガイダンスの発信など、ＡＩのリスク管理を可能にする各国政府

の政策の紹介がされており、議論の内容として、調査や課題提示の段階から、

具体的な対応策にシフトしてきているように感じた。 

また、今回の会議においては、シンガポールＰＤＰＣ（個人データ保護委

員会）との間で行ったＭＯＣの署名を始め、英国ＩＣＯ（情報コミッショナ

ーオフィス）やタイＰＤＰＣなど、参加した各国のデータ保護機関のトップ

と直接話をする機会にも恵まれた。このように、各国のトップと直接膝を突

き合わせて話す機会は、当委員会と各国のデータ保護機関との関係をより

一層密にしていくに当たって、大変有意義なものであると感じている。 

以上のとおり、改めて今回の出張を通じて、各国データ保護機関との間で

の積極的な議論や情報交換を通じた国際的な関係強化の重要性が一層高ま

っていると認識した。今後も、他国・地域との信頼関係の構築と、継続的な

連携の促進に努めていきたい」旨の発言があった。 

新保委員から「個人情報及びプライバシー保護をめぐる諸課題は、デー

タの国境を越えた流通やＡＩ等の技術進展に伴い、一国のみの取組では十

分な解決が困難な状況となっている。このため、各国のデータ保護機関及

び専門家が参加する国際会議に、委員会として主体的に参画することが重

要である。国際会議に参加する主な意義は、次のとおりである。 

１点目として、各国制度の相互理解及び制度間の整合性の確保が挙げら

れる。越境データ移転を円滑に進めるためには、各国の個人情報保護制度



に関する相互理解を深めるとともに、データの適正な国際流通に資する枠

組みの形成に貢献することが必要である。 

各国の法令や制度の概要については、公開情報等により一定程度把握す

ることが可能である一方、具体的な運用状況、解釈及び実務上の課題につ

いては、公開情報のみで十分に把握することが困難である。 

このため、国際会議において各国の関係者と直接意見交換を行うこと

は、制度の運用実態を把握し、我が国の制度と諸外国の制度との調和及び

整合性を確保する上で重要である。 

２点目として、新たな技術的・社会的課題への対応が挙げられる。ＡＩ、

顔識別及び顔認識等の技術は急速に進展しており、個人情報保護にとどま

らず、プライバシー保護の観点からも新たな課題が生じている。 

これらの課題は各国に共通するものであることから、国際会議を通じて

最新の技術的知見、規制動向及び政策対応を共有することは、国内における

適切な制度運用を図るとともに、国際的な協調に基づく対応を進める上で

有益である。また、新たな制度や取組については、諸外国の先進事例のみな

らず、実施過程で生じた問題点、期待した効果が得られなかった事例及び改

善を要した事項等を把握することが重要である。各国が公開する情報は成

果や成功事例を中心とする傾向があることから、制度上又は運用上の課題、

失敗の要因及び改善策について率直な情報交換を行うことができる国際会

議は、実効性のある政策形成に資するものと考えられる。 

３点目として、データ保護機関間のネットワークの構築が挙げられる。国

際会議は、制度や政策に関する情報交換の場であるだけでなく、各国のデー

タ保護機関の関係者との信頼関係を醸成し、継続的な協力体制を構築する

ための重要な機会である。 

越境案件への対応に当たっては、電子メールやオンライン会議等を通じ

た連絡も可能であるが、非公式な情報交換や率直な意見交換をオンライン

環境のみで行うことには、一定の限界がある。平時から関係機関との人的ネ

ットワークを構築しておくことは、緊急事案や国境を越える問題が発生し

た際の迅速かつ円滑な連携につながることから、実務上も極めて重要であ

る。 

４点目として、我が国の国際的なプレゼンスの向上及び国際貢献が挙げ

られる。委員会が国際会議に主体的に参加し、議論に貢献することは、我が

国の個人情報保護制度及び関連する取組を国際社会に発信する機会となる。

特に、我が国の個人情報保護法制の見直しについては、諸外国からも関心が

寄せられていることから、その趣旨、背景及び具体的な内容を直接説明する

ことにより、我が国の制度に対する理解及び信頼を高めることが期待され

る。 

制度に関する書面や情報を一方的に提供するだけでは、各国の疑問や関



心事項に十分対応することが困難な場合がある。このため、対面での説明及

び意見交換を通じて、相互理解を促進することが重要である。また、国際的

なルール形成に関する議論に当事者として参画することは、我が国の制度、

実務及び基本的な考え方を国際的な枠組みに反映させる上でも貴重な機会

となる。 

以上を踏まえ、国際会議への参加は、単なる情報収集にとどまるものでは

なく、各国制度の運用実態の把握、制度間の整合性の確保、新たな技術的・

社会的課題への対応、関係機関との信頼関係の構築及び我が国の国際的な

発信力の向上に資するものである。 

当委員会として国際会議に主体的に参加し、各国の専門家及びデータ保

護機関との積極的な意見交換を継続することは、我が国の制度の円滑かつ

適切な運用、国際的な課題への的確な対応及び国際社会との信頼関係の構

築の観点から、必要不可欠である」旨の発言があった。 

 

以上 


